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「行政書士無料相談会」4月15日（火）13：00～16：00　役場3階会議室

茨城県中央保健所
ひきこもり相談支援のお知らせ

　ひきこもりは、様々な要因により引き起こされますが、
対応や接し方で悩みを抱えている方も多いのではないで
しょうか。保健所では、専門相談（予約制）と、家族教
室（要事前連絡）を定期的に無料で実施しています。
　なお、保健師による相談は、随時お受けします。面接
での相談希望の場合は、事前にご連絡ください。
■ひきこもり専門相談（予約制）
　当事者や家族からの相談を公認心理師が受け、適切な
対応について助言します。
　相談希望の場合は、相談日１週間前までにご連絡ください。
日　　時　毎月第４金曜日　14：00 ～ 16：00

（相談１回あたり 45 分）
場　　所　茨城県中央保健所 1 階会議室ほか
担　　当　公認心理師
対　　象　ひきこもり状態の方、その家族、支援者等
■ひきこもり家族教室（要事前連絡）
　毎月テーマを設定して適切な対応を学び、参加者同士
で意見交換をしています。
　参加希望の方は、事前にご連絡ください。
日　　時　毎月第３月曜日（祝日の場合、翌日）
　　　　　13：30 ～ 15：00
場　　所　県立健康プラザ３階 研修室１・２
対　　象　ひきこもり者を抱えるご家族等
※講師の都合で、日時が変わる場合もあります。
申込み／問合せ　茨城県中央保健所 保健指導課

（水戸市笠原町 993-2）
☎ 241-0571（直通）「ひきこもりのこ
とで」と、お伝えください。

常陽年金無料相談会（要予約）
　常陽銀行委託の社会保険労務士がご相談に応じます。
相談日時　4 月 18 日（金）
　　　　　平日 10：00 ～ 12：00　13：00 ～ 15：00
　　　　　　※常陽銀行ホームページから予約
　　　　　　　常陽銀行トップ＞個人のお客様＞
　　　　　　　web 来店予約サービス
問 合 せ　常陽銀行　大洗支店　☎ 267-2133

■危険ブロック塀等の撤去への補助

●対象となるもの

・避難路等（大洗町地域防災計画に定める緊急輸

送道路および通学路）に面したもの

・道路面からの高さが 80 センチメートルを超える

組積造、または補強コンクリートブロック造の塀

・町内業者と契約を締結して行うもの

●補助額

撤去費用の 2/3 を補助（最大 10 万円）

●募集件数（先着順）

3 件

●申請方法

　町ホームページからダウンロード、または都市建設課の窓

口で配布する申請書類を都市建設課へ持参してください。

※申請には一定の基準がありますので、都市建設課まで

事前にお問合せください。

●申請期間

　9 月 30 日（火）まで（閉庁日を除く）

●申請・問合せ先

　　都市建設課 建築営繕係　☎ 267-5156（内線 262）

下水道への接続はお済みですか？

　下水道は、各家庭や工場から排出された水を集めてき

れいに処理することで、皆さんの身近な河川や海の水質

を保全し、生活環境をよくする重要な施設です。

　しかし、下水道が整備されていても各家庭のトイレ、

雑排水（風呂、台所、洗濯等の排水）を下水道に流すた

めの接続工事（排水設備工事）がされないと、下水道本

来の役割を果たしません。

　すでに下水道が使える区域のご家庭で、まだ接続が済

んでいない場合は、1 日も早い接続工事をお願いします。

問 合 せ　上下水道課 下水道係（内線 323）

木造住宅の耐震診断・耐震改修、危険ブロック塀等の
撤去費用の一部を補助します

　昭和56年5月より前に建築された建物は、法律に定

められた耐震基準が強化される前の建物です。これらの

住宅は、令和 6 年に発生した能登半島地震でも 1 階部分

が倒壊し、人命が失われるという大きな被害を受けてい

ます。また、平成 30 年に発生した大阪北部地震では、

小学校のブロック塀が倒壊し女児が亡くなるという痛ま

しい事故も起きています。

　今後、発生が予測される大きな地震に備えて、建物の

耐震性能を調べる耐震診断や、耐震性能を向上させる耐

震改修、また、危険なブロック塀等の倒壊を未然に防ぐ

ための解体に係る費用の一部を補助します。

■木造住宅の耐震診断・耐震改修への補助

●対象となるもの

・所有者自ら居住しているもの

・昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築された一戸

建ての木造住宅（店舗、事務所等との兼用住宅

の場合は、住宅部分の床面積が全体の 1/2 以

上であるもの）

・地上階数が 2 以下で、床面積が 30 平方メート

ル以上のもの

・耐震改修工事を行う場合、町内業者と契約を締

結して行うもの

・耐震改修工事を行う場合、耐震改修工事により

対象住宅の上部構造点が 1.0 以上となるもの

●補助額

・耐震診断を行う場合、耐震診断士派遣費用 93,500

円のうち町が91,500円を補助（自己負担額2,000円）

・耐震改修を行う場合、補強設計と補強工事を併せ

て行えば、工事費の 4/5 を補助（最大 100 万円）

●募集件数（先着順）

・耐震診断：3 件

・耐震改修：1 件


